加工のために輸入して加工後に輸出されるときの免税手続き

出典：ＪＥＴＲＯ J-File 日本　http://www.jetro.go.jp/world/japan/qa/import_13/04H-100314
Q. 加工のために輸入し、加工後に輸出されると、免税になる場合があると聞きました。この制度の概要と手続きについて教えてください。 

A. 

加工後再輸出するために一定の貨物を輸入する場合、関税定率法第17条第1項第1号による加工用貨物の 再輸出免税の適用があります。

再輸出減税制度の適用を受けるためには、輸入および輸出の際にそれぞれ一定の手続きを踏まなければなりません。

加工用貨物の再輸出免税（関税定率法第17条第1項第1号）は、 日本の加工貿易の振興および文化学術水準の向上等のための免税規定です。
関税定率法施行令第 31 条に規定する一定の貨物を、加工のために輸入し、輸入許可日から原則 1 年以内（または、税関の指定期間内）に輸出する場合には関税が免税になります。

具体的な手続きは次のとおりです。
まず、加工用の免税貨物として指定されている一定の貨物を輸入した際、必要事項を記載した「再輸出貨物免税明細書」（T-1340）を輸入申告書に添付して、輸入地を所轄する税関に提出します。

加工済み貨物を輸出する際には、貨物の輸入の許可書又はこれに代わる税関の証明書を、輸出地を所轄する税関に提出し、貨物が輸入後に加工されたものであるときは、その加工をした者が作成した「再輸出免税貨物加工証明書」（T-1380）を添付します。
輸出地を所轄する税関は、輸入許可書又はこれに代わる税関の証明書に、輸出済みの旨を記載して、輸出申告者に交付します。
この交付後１月以内に、輸出者は、貨物の輸入の許可書又はこれに代わる税関の証明書を提示して、「再輸出減免税貨物の輸出の届出書」（T-1385）を、輸入地を所轄する税関に提出します。

関税の免除を受けた貨物が、期間内に輸出されなかったり、用途以外の用途に供されたりした場合は、免除を受けた関税が貨物の輸入者から直ちに徴収されます。また、任意担保の規定もあります。

なお、輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律（輸徴法）第13条第1項第4号により、関税定率法第17条第1項第1号の加工用貨物の 再輸出に際して 、輸入の際の消費税も免除されます。

この回答はご質問に対する一般的な回答ですから、個別ケースについて取り扱いをお知りになりたい場合は、税関を含めた関税の専門家お尋ねください。
根拠法令等：

関税定率法、関税定率法施行令 、関税定率法基本通達 輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律 、輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律施行令

関係機関：

税関： http://www.customs.go.jp/ 

国税庁： http://www.nta.go.jp/ 

参照URL：

関税の減免戻税制度一覧表

http://www.customs.go.jp/tetsuzuki/c-answer/imtsukan/1603_jr.htm 

輸入品に対する内国消費税の免税制度

http://www.customs.go.jp/tetsuzuki/c-answer/imtsukan/1702_jr.htm 

免税規定（関税定率法）に関わる消費税等の適用一覧：

http://www.customs.go.jp/tetsuzuki/c-answer/imtsukan/1703_jr.htm 

調査時点：2010/3

	関税定率法（再輸出免税）

第十七条 　左の各号に掲げる貨物で輸入され、その輸入の許可の日から一年（第十一号に掲げる貨物については、政令で定める期間とし、これらの期間をこえることがやむを得ないと認められる理由があり、政令で定めるところにより税関長の承認を受けた貨物については、これらの期間をこえ、税関長が指定する期間とする。）以内に輸出されるものについては、政令で定めるところにより、その関税を免除する。 

一 　加工される貨物又は加工材料となる貨物で政令で定めるもの 

二 　輸入貨物の容器で政令で定めるもの 

三 　輸出貨物の容器として使用される貨物で政令で定めるもの 

四 　修繕される貨物 

五 　学術研究用品 

六 　試験品 

六の二 　貨物を輸出し、又は輸入する者が当該輸出又は輸入に係る貨物の性能を試験し、又は当該貨物の品質を検査するため使用する物品 

七 　注文の取集め若しくは製作のための見本又はこれに代る用途のみを有する写真、フイルム、模型その他これらに類するもの 

七の二 　国際的な運動競技会、国際会議その他これらに類するものにおいて使用される物品 

八 　本邦に入国する巡回興行者の興行用物品並びに本邦に入国する映画製作者の映画撮影用の機械及び器具 

九 　博覧会、展覧会、共進会、品評会その他これらに類するものに出品するための物品 

十 　本邦に住所を移転するため以外の目的で本邦に入国する者がその個人的な使用に供するためその入国の際に携帯して輸入し、又は政令で定めるところにより別送して輸入する自動車、船舶、航空機その他政令で指定する物品 

十一 　条約の規定により輸入の後一定の期間内に輸出されることを条件として関税を免除することとされている貨物で政令で定めるもの 

２ 　第十三条第三項の規定は、前項の規定により関税を免除する場合について準用する。 

３ 　第一項の規定により関税の免除を受けた者は、その免除を受けた貨物を同項の期間内に輸出したときは、政令で定めるところにより、その旨を税関に届け出なければならない。 

４ 　第一項の規定により関税の免除を受けた貨物が同項の期間内に輸出されないこととなつた場合又は同項各号に掲げる用途以外の用途に供された場合においては、同項の規定により免除を受けた関税を、直ちに徴収する。 

５ 　第十三条第七項ただし書の規定は、前項の規定により関税を徴収する場合について準用する。この場合において、同条第七項ただし書中「製造用原料品又はその製品」とあり、及び「前項ただし書の承認を受けた製造用原料品」とあるのは、「当該貨物」と読み替えるものとする。


	関税定率法施行令　第八章　再輸出免税
（加工用の免税貨物の指定） 

第三十一条 　法第十七条第一項第一号 （加工用貨物の再輸出免税）に規定する政令で定める貨物は、左に掲げるものとする。 

一 　彫刻、七宝、象眼、琺瑯、塗装、絵画、模様、録音、録画、彩色若しくは印刷を施し、又は金属をめつきするため輸入する製品 

二 　絵画又は模様を焼き付けるため輸入する陶磁器 

三 　精練、漂白、起毛、染色整理又は撚を施すため輸入する糸類、織物類及びその製品 
中国からのジーンズの「洗い」加工の受託（順委託加工貿易）はこの三号に該当する（２０１１年１１月１４日神戸税関相談官に確認）はしだ様
四 　糸抜、かがり、刺しゆう又は縁縫を施すため輸入する織物類及びその製品 

五 　なめし、色染、裏付その他の加工を施すため輸入する毛皮及び獣皮 

六 　輸出物品への簡単な取付け、はり付け若しくは封入又は輸出物品の包装のため輸入する物品 

七 　感光性のフィルムの現像、合成貴石の研摩その他これらに類する簡単な加工（再輸出の際に輸入された物品の確認が容易にできる程度の加工に限る。）を施し、又は当該加工の材料として使用するため輸入する物品 

八 　前各号に掲げるものの外、加工貿易の振興に資するため必要と認められる貨物で財務大臣が指定したもの 


